
主　催

共　催

日　時 2025年6月17日(火) 15:10～16:40

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2025年7月9日(水) 15:00～17:30

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2025年7月18日(金) 15:20～17:00

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2025年7月22日(火) 13:30～15:00

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2025年7月22日(火) 13:30～15:00

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2025年7月22日(火) 15:00～16:30

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2025年7月23日(水) 15:30～17:00

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2025年7月30日(水) 16:00～17:30

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2025年7月30日(水) 18:30～20:10

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2025年9月26日(金) 15:30～17:10

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2025年9月29日(月) 12:00～13:30

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2025年10月4日(土) 14:30～17:00

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2025年10月10日(金) 15:30～17:00

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2025年10月20日(月) 15:30～17:00

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

経済研究所
公開研究会等の記録 2025年度

公開研究会

アジア経済圏研究会

なし

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1

非線形経済理論研究会

なし

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室4

①価格変動に関する3つの話題：ギッフェン財，生産関数の1次同次性，および寡占市場
②動学的参入阻止モデルにおける環境課税：汚染物質がストックとして蓄積する場合

①吉田　博之 研究員（中央大学経済学部准教授）
②浅田 統一郎 客員研究員（中央大学名誉教授）

The Complementary Roles of Japan and Taiwan in the Semiconductor Supply Chain in the AI Era

WEN-CHIEH WU 氏（National Chengchi University（国立政治大学教授）

15名

WEN-CHIEH WU（呉文傑）氏の報告では，まず半導体の世界市場におけるシェアの変遷が示された。1980年代においては日本が大きなシェアを持って
いたこと，プラザ合意後の円安とアメリカの関税により，アメリカがその立場を逆転したこと，そして，それとともに韓国を中心とするアジアメー
カーが台頭してきたことが説明された。
　次に，日本の半導体産業の35年間に渡る長期低迷とは対照的に，現在台湾の半導体産業は世界をリードしているが，台湾にも高いシェアを持つ分
野（IC Design，Chip Foundry，Chip Packaging）と低いシェアしか持たない分野（Semiconductor Materials and Equipment，Integrated Device
manufacturing）があること，そして台湾のシェアの低い分野は，日本の得意分野であることが説明された。
　最後に，JASM（Japan Advanced Semiconductor Manufacturing）やRapidusといった企業の成長の可能性，シリコンウェーハや半導体製造装置の製
造の強み，そして最終財市場におけるブランディングの強みを生かして，日本が再び半導体の主要な生産国になるであろうという見通しが説明され
た。また日本が「Materials，Components，Machinery Foundry」，台湾が「Chip Foundry，Packaging」，そしてアメリカが「Chip Fabless，Chip
Design」を担当するAI半導体の製造モデルの展望についても述べられた。

公開研究会

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1

中国の金融システムにおけるシャドーバンキングの役割と今後の課題

李　立栄 氏（亜細亜大学教授）

13名

最近、中国の不動産金融における不良債権の増大と金融システムへのリスク波及が懸念されている。中国では、シャドーバンキング（影子銀行）と
呼ばれる銀行以外の金融仲介が近年急速に発達した。この結果、実体経済の新規資金調達の半分以上を銀行以外が占めており、不動産金融において
も大きな役割を果たしている。
このような中国のシャドーバンキングの隆盛が、米国でシャドーバンキングが金融システム危機を惹起したのと同様に、中国の不良債権問題の原因
であると主張する向きもある。しかし、中国のシャドーバンキングには多様な業務実態が存在し、米国のシャドーバンキングと同列視して一概に論
じることは適切ではない。
本報告では、中国のシャドーバンキングの変遷と実態について明らかにするとともに、米国の事例と比較することで、中国の金融システムにおける
シャドーバンキングのリスクの所在、今後の規制の方向性について分析を試みる。なお、本報告は、2022年上梓した拙著『中国のシャドーバンキン
グ』（早稲田大学出版部）をもとに最新事情を加味して構成したものである。

8名

We have investigated the dynamic nature of the adjustment process in a Cournot model with linear demand and constant marginal costs.
In particular, we considered two types of models. First, we formulated a dynamic adjustment process without time lags. In this case
we established the local and the global stability of the Cournot-Nash equilibrium. Second, we examined a dynamic adjustment process
with four time lags. In this process we confirmed that irregular and chaotic fluctuations could emerge in the duopoly market.（吉田博
之）
本稿は，Gaskins（1971）の動学的参入阻止モデルを基礎としつつ，企業活動による環境汚染と環境税の効果を動学的に分析するものである。特に，
従来のモデルが仮定していた「汚染が即時消散するフロー変数」でなく，「蓄積するストック変数」として汚染を捉え直し，その影響をモデル化す
る。（浅田統一郎）

公開研究会

中国政治経済研究部会

なし

蘇　群　氏（南京農業大学経済管理学院教授）

11名

中国政府は急速に進展する少子高齢化に対処するため、2010年代から介護サービスに関する各種の政策を積極的に打ち出してきた。そのような政策
動向を受け、民間企業を中心に介護サービスへの旺盛な参入が続き、養老院などの介護施設とその病床数も断続的に増加している。その一方で、中
国における伝統的な家族観念も影響して、要介護者の介護サービスに関する需要は相対的に低い水準にとどまり、介護施設の利用率も伸び悩んでい
ることから、赤字経営に直面する施設も増加傾向にある。
このような介護施設に関する潜在的な需要情況をより正確に把握するため、2025年5～6月に江蘇省南京市周辺に所在する9つの養老院において、各20
～30人の施設利用者を無作為に抽出して、介護サービス需要に関するアンケート調査を実施した。アンケート調査に関する暫定的な集計作業の結
果、養老院選択において入居費用（価格）と医療環境の要因が強く反映される一方で、院内の居住環境（1人部屋か複数人の共同部屋か）に対する影
響が相対的に低いこと、養老院選択の要因に関して性別間や年齢層での格差が大きいことなどが明らかとなった。今後の作業では多項ロジットなど
の定量的手法を用いて、介護サービスに関する需要の決定要因をより厳密に考察していく方針も示された。

公開研究会

中国政治経済研究部会

公開研究会

国際経済研究部会

中国政治経済研究部会

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室4

中国農村における高齢者向け介護サービスの研究

公開研究会

中国政治経済研究部会

国際経済研究部会

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室4

中国農村における高齢者向け介護サービスの研究

蘇　群　氏（南京農業大学経済管理学院教授）

11名

中国政府は急速に進展する少子高齢化に対処するため、2010年代から介護サービスに関する各種の政策を積極的に打ち出してきた。そのような政策
動向を受け、民間企業を中心に介護サービスへの旺盛な参入が続き、養老院などの介護施設とその病床数も断続的に増加している。その一方で、中
国における伝統的な家族観念も影響して、要介護者の介護サービスに関する需要は相対的に低い水準にとどまり、介護施設の利用率も伸び悩んでい
ることから、赤字経営に直面する施設も増加傾向にある。
このような介護施設に関する潜在的な需要情況をより正確に把握するため、2025年5～6月に江蘇省南京市周辺に所在する9つの養老院において、各20
～30人の施設利用者を無作為に抽出して、介護サービス需要に関するアンケート調査を実施した。アンケート調査に関する暫定的な集計作業の結
果、養老院選択において入居費用（価格）と医療環境の要因が強く反映される一方で、院内の居住環境（1人部屋か複数人の共同部屋か）に対する影
響が相対的に低いこと、養老院選択の要因に関して性別間や年齢層での格差が大きいことなどが明らかとなった。今後の作業では多項ロジットなど
の定量的手法を用いて、介護サービスに関する需要の決定要因をより厳密に考察していく方針も示された。

アジア地域における労働力移動は急速に進展しているが、その管理には依然として文化的、法的課題が多く存在する。特に中国・ベトナム間におい
ては、経済格差に基づく「プッシュ・プル」理論に沿って、ベトナムから中国の広西自治区への労働者移動が顕著である。本研究では、これら労働
者の採用、就労期間、福利厚生という3つの段階における管理イノベーションについて、5つの代表的な企業を対象に事例分析を行った。

研究結果として、労働者の情緒管理が非常に重要であり、新規労働者に対する適時かつ積極的なコミュニケーションが労働者の忠誠心と満足度を高
めることが示された。また、大規模な企業では「現場管理モデル」を導入し、現地語を話せるスタッフを配置することで管理効率を高め、労働者の
権利保護を図っていることが分かった。これに対して小規模な企業では資源の制約から同様のモデルが普及しにくいという課題も明らかになった。

さらに、企業が労働者の文化的多様性を尊重し、それを管理プロセスに組み込むことで、労働環境が改善され、企業の長期的な安定性に寄与してい
ることも確認された。これらのイノベーションは他企業にも好影響を与え、南南協力の強化や、より持続可能で健全な越境労働市場形成への貢献が
期待される。

以上の成果を踏まえ、国際協力の強化、法規制の明確化、技能教育の推進、および社会的サポートの充実が推奨される。これらの取り組みを通じ
て、アジアにおける越境労働市場の持続的発展が実現することが期待される。

公開研究会

人口・労働・社会保障研究部会

なし

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1

なし

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室4

Management Innovation in the China-Vietnam Cross-Border Labor Market: A Case Study of Five Cross-Border Enterprises

呉　凡 氏（School of Public Public and management, Guangxi University Professor）

12名

アジアの環境と政策研究会

なし

オンライン会議システム(Webex)・中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1

①世界のEV事情（EUの基本政策と動向、アジアの動向）
②インドにおける廃自動車（ELV）の現況と法規制

①中里　純啓 氏（エンヴィックス有限会社代表取締役・主任研究員）
②Woo Wei Jie 氏（エンヴィックス有限会社研究員）

Growth Promotion Policies when Taxes Cannot be Raised

南　克典　氏（大阪大学大学院経済学研究科博士後期課程3年）

7名

本研究は、国債を財源にした成長促進政策の持続可能性と実効性を明らかにしたものである。GDP比の政府債務比率は、仮に国債の利子率（r）が経
済成長率(g)を下回れば、（かつ、プライマリー赤字の成長率がg以下なら）長期的に政府債務GDP比率は発散しない。我々の実証分析によれば、OECD
諸国において長期間g>rが成立していることが確認された。さらに、家計の貯蓄誘因が十分に存在すれば、家計が国債を保有することで、政府債務は
持続可能になる。
そこで研究開発（R&D）が内生的に決まるモデルに、世代重複モデルを組み合わせることで、家計が政府債務を保有するモデルを構築し、政府債務の
持続可能性と国債を財源にした成長促進政策の効果について分析を行った。その結果、R&Dの生産性が十分に高い、かつ債務GDP比率が十分に小さい
場合、政府債務は持続可能である。この時に、研究補助金を国債財源で実施すると、R&Dの生産性がさらに十分に高い場合のみ、経済成長率を上昇さ
せることが分かった。さらに、実際に各国のR&Dの生産性を推定した結果、OECD諸国では、政府債務は持続可能であるが、日本・イタリアは生産性が
低いため、成長促進政策がかえって経済成長率を下げる可能性があることが分かった。そのような、R&Dの生産性が低い国においては、基礎研究の拡
充により、この生産性を上昇させることが重要であることが分かった。

公開研究会

オンライン会議システム(Webex)・中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室4

①COVID₋19と令和6年能登半島地震の中での中小企業の進化プロセス
②中小企業は災害という逆境の中でどのように生存・成長を果たしたのか

①中野　和久 氏（北陸先端科学技術大学院博士後期課程）
②内平　直志 氏（北陸先端科学技術大学院大学先端科学技術研究科特任教授 (名誉教授)）

25名

第一報告において中野は、能登の中小企業はパンデミックと地震の連続的危機をどのように乗り切り生き残ったのかを理論的に考察した。多角的な
支援を活用して困難を乗り越えてきた。例えば、政府による「なりわい再建支援事業」や特別融資制度があり、施設や設備の復旧、資金繰りをサ
ポートである。また、伝統的な工芸品を製造する事業者には特別補助金が設けられ、原材料確保や試作製作などの活動が支援対象になっている。家
業として代々続く企業には危機を乗り切る能力が備わっているということである。

第二報告において内平は、能登の中小企業数社の事例分析を紹介した。連続する危機を乗り切った背景には、伝統的なものづくりの堅守と同時に現
代的な経営を取り入れる経営者たちの存在が浮かび上がった。歴史と伝統のある企業の危機を乗り切る背景はイノベーションにある。

24名うちオンライン17名

エンヴィックス有限会社から中里代表取締役及びWoo研究員を講師に招き、合計24名が参加し公開研究会を実施した。
　中里氏からは「世界のEV事情」というテーマで、世界のEV市場動向を冒頭で説明した後、EUの最近のEV政策動向について欧州気候法とFit for 55
パッケージが具体的に政策としてトリガーになりつつあること、これらの政策について
各産業セクターからの提言や政策転換要求がだされており、今後の展開と見通しが示された。
次いでWoo氏からは「インドにおける廃自動車（ELV）の現況と法規制」という題目で講演があり、解体業者不足とインフォーマルセクターとの競合
が課題であり、25年ELV規則ではEPR証書の発行で、認定事業者がメーカーに販売できるインセンティブ制度が導入されることが組み込まれ、イン
フォーマルセクターのフォーマル化が期待できることが報告された。

公開研究会

現代企業制度研究部会

国際戦略経営研究学会グローバル部会

公開研究会

経済政策研究部会

ヤードスティック競争が垂直的政治外部性下の公共財供給に与える影響について、理論分析が報告され、主として、以下の2つの命題が示された。
命題１
上位政府と下位政府において、地域間ヤードスティック競争の促進は、各地域の公共財供
給水準を増加させ、社会的に望ましい公共財水準に近づける効果を有する。
命題２
下位（上位）のヤードスティック競争の促進は下位（上位）の公共財への支出額を増加さ
せるが、垂直的政治外部性によりその効果は減衰され、上位（下位）の公共財への支出額
を減少させる。

公開研究会

空間システム研究会

なし

オンライン会議システム(Webex)

日本経済政策学会関東部会・公共選択学会

オンライン会議システム(Webex)

ヤードスティック競争が垂直的政治外部性下の公共財供給に与える影響

報告者：田中　宏樹 氏（同志社大学政策学部教授）
論文共著者：篠崎　剛 氏（東北学院大学経済学部教授)

13名

社会会計研究会

なし

オンライン会議システム(Webex)・中央大学後楽園キャンパス6号館 6409教室

第二次世界大戦と国民経済計算：産業連関表と資金循環勘定　※2人共通テーマ

①辻村　和佑　氏（慶應義塾大学名誉教授)
②辻村　雅子　氏（立正大学准教授)

防災備蓄品購入促進に関するナッジ効果：大都市商圏における検証

松本　祐香　氏（東京大学大学院教育学研究科協力研究員)

5名

本研究会では、アマルティア・センのケイパビリティアプローチを専門とする松本氏により、国内における減災推進に向けた考察が紹介された。今
回は特に、防災備蓄品に論点を絞った上で、大都市圏において人々が食糧備蓄を行いやすくするためのインセンティブ論について検証結果が報告さ
れた。都区内において研究協力を受けられた食料品店を対象に、商品をそのまま陳列するケースと、防災に関するメッセージを発信したケースとで
売上状態を比較した。その結果、後者にケースにおいて、売上が高くなることが示されたが、意識的にメッセージを捉えていない人が多いことが聞
きとりにより明らかになった。その一方、人々の目線が無意識にメッセージ掲示箇所に向けられていることも確認されていることから、結果的には
メッセージがシグナルとなり、最終的な購入意思決定に一定の影響を及ぼすことが判明した。今後は、検証条件を変えていき、季節や検証期間、そ
の他の外的要因によって結果がどう変化するのか分析していくにあたり、どういった品目を考察対象とすればよいかなど、参加者とともに議論がな
された。また、こうしたナッジ効果が、地域政策として防災全般を扱う際に、どう応用できるのかについて、参加者より様々な可能性が示唆され
た。減災のためのコストが、被災後の復興費用を低減させるために一定の効果を与えるのであれば、地域経済成長を阻害しない災害との向き合い方
を示すこともできるようになることから、引き続き、関連検証を重ねていくことの意義が本研究会において見出された。

公開研究会

公開研究会

人口・労働・社会保障研究部会

なし

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1

Biological and economic models for the analysis of life-course behavior

8名

2025年10月4日に後楽園キャンパスにて、辻村和佑 氏（慶應義塾大学名誉教授）および辻村雅子 氏（立正大学准教授）を講師として、「第二次世界
大戦と国民経済計算：産業連関表と資金循環勘定」というテーマで公開研究会を開催した。ＷｅｂＥＸを用いたハイブリッド開催であり、現地参加
者は5名、オンライン参加者は3名であった。Statistical Journal of IAOSに掲載された両氏によるWar and Peace: Structural changes in the
U.S. industries 1939-1958.および War and Peace (Part 2): Structural analysis of the Fed’s original flow of funds accounts 1939-1953.
を踏まえた発表である。
　第2時世界大戦期に、アメリカの軍事物資供給計画のためにレオンチェフが産業連関表を生み出したのは有名な話しであるが、同じく資金循環会計
が第2時世界大戦期にアメリカの軍備増強を達成するためのツールとして、レオンチェフによって生み出されたことが明らかにされた。産業連関表と
ともに現在の国民経済計算体系の主要な領域となっている資金循環会計だが、それが誰によって何のために生み出されたのかは顧みられてこなかっ
た。辻村和佑 氏および辻村和佑 氏の発表は、資金循環会計の始まりを明らかにしたという意味で画期的といえる。

なし

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1

Task Content and Gender Wage Gap in Japan: Evidence from Worker-Level Task Data

野村　友和　氏（大阪経済大学情報社会学部准教授）

12名

影山　純二　氏（明海大学経済学部教授）

10名

This paper addresses the consistency in the modeling of behavior along the life course between economics and evolutionary biology.
For this purpose we develop a model of life history theory in evolutionary biology and an analogous model of life cycle theory in
economics and solve for the optimal intertemporal allocation of fertility, of investments in survival, and (for the economic
framework) of consumption. After discussing general similarities and differences between the two approaches, we present a version of
the economic model that allows for a direct comparison between the economic and evolutionary life-cycle allocations in order to
develop conditions under which fertility and survival investments are consistent. We obtain the following features of a consistent
allocation: (1) the interest rate equals the long-run population growth rate; (2) the marginal utility of births represents the
exchange rate between utility and fitness; (3) the marginal utility of consumption mirrors the marginal effect of consumption on
survival weighted with the utility-converted biological value of life;¥ (4) the marginal utilities of both consumption and births are
age-dependent and typically decline with senescence; and (5) assuming the age-independency of period utility is equivalent to
assuming a very specific ageing process.

公開研究会

人口・労働・社会保障研究部会

This study examines how differences in job tasks contribute to Japan’s gender wage gap. Using an original worker survey with
detailed questions on daily tasks, we construct a task-distance measure and match each male worker to the female worker with the
closest task profile, allowing us to isolate the role of tasks in explaining wage differences. Our matching procedure reveals a
notable gender imbalance: many female workers remain unmatched to any male worker, suggesting systematic gender sorting into distinct
task categories. However, even after aligning task distributions across genders through this matching approach, the wage gap shrinks
only modestly. This finding indicates that task differences account for a limited portion of the overall gender wage gap.
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共　催
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概　要

主　催

共　催

日　時 2025年11月4日(火) 16:00～18:00

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2025年11月12日(水) 15:00～17:30

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2025年11月12日(水) 15:30～17:00

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2025年11月17日(月) 9:45～18:10

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2025年11月24日(月) 15:30～17:00

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2025年11月26日(水) 15:00～17:30

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2025年11月26日(水) 16:30～19:00

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2025年12月3日(水) 14:00～16:30

場　所

テーマ

報告者

参加人数

主　催

共　催

日　時 2025年12月8日(月) 15:00～18:30

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

①会計における生物概念の生成―AASB1037とIAS41における不可視化のプロセスに着目して
②健康づくりと経営活動の接続構造：戦略マップの調査に基づいた概念的解明

①吉田　浩平 氏（東京大学大学院総合文化研究科 超域文化科学専攻 文化人類学コース 博士後期課程）
②金藤 正直 客員研究員（法政大学人間環境学部教授）

20名

2026年10月26日に茗荷谷キャンパスにて、吉田浩平 氏氏（東京大学大学院合文化研究科 超域文化科学専攻 文化人類学コース 博士後期課程）およ
び金藤正直 氏（法政大学人間環境学部 教授）を講師として公開研究会を開催した。横浜国立大学生態会計研究会との共催であり、報告者を含め20
名の参加者があった。吉田報告「会計における生物概念の生成――AASB1037とIAS41における不可視化のプロセスに着目して」は、会計基準における
「生物」概念および「生物資産」概念が、どのように変遷してきたのかを考察した研究であり、具体的には、国際財務報告基準（IAS）第41号「農
業」およびIAS41のもととなったオーストリアの「自己生産資産および再生資産」（AASB1037）の成立をめぐる議論を討議資料を中心に丁寧に追った
力作である。また、金藤報告「健康づくりと経営活動の接続構造：戦略マップの調査に基づいた概念的解明」は、経済産業省が導入を進めている
「健康経営」に関して、日本企業を事例として戦略マップの調査（公開情報、アンケートおよびインタビュー）を実施し、健康づくりと経営成果と
の接続構造を可視化しつつ、戦略マップに沿って現場で健康経営が有効に機能しているか明らかにしようとした研究である。

公開研究会

公開研究会

社会会計研究会

横浜国立大学生態会計研究会

中央大学茗荷谷キャンパス3階3C04会議室

空間システム研究会

なし

オンライン会議システム(Webex)・中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1

Trade Costs, Entry Costs, and Regional Economic Growth in China

Junfu Zhang 氏（Clark University Professor）

公開研究会

情報環境研究部会

なし

オンライン会議システム(Webex)・中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1

7名

本報告は、クラーク大学張教授による中国における経済成長の主要因を明らかにする分析であった。ポール・クルーグマンらによる新地理経済学
（NEG）の理論を援用し、最新の新都市経済学（New Urban Economics）をベースにした実証研究を用いての要因分析を行った結果、次の点が示され
た。すなわち、貿易に伴う固定的な費用の低下させていくことが、企業の生産性を高め、競争力を強めて地域にわたる経済成長が高まるという構図
である。
さらに、固定的な費用の低下は、地域ごとに異なる補助金をはじめとした政策の導入レベルにも依存することが示された。近年の中国では、経済成
長力を高めていくことのできる地域には、より優先的に地域の発展を促進するための支援がなされるため、地域レベルでの切磋琢磨が続いている。
本報告は、その戦略的行動として、各地域が、関係する企業や産業とともに、どういった施策を講じていけばよいのかを、理論と実証の両面から説
明づけた点が、最大の研究貢献となる。なお、報告途中に報告者と参加者との間で、少なくとも５点の改良箇所が綿密に議論された。いずれの点
も、後続のハーバード大学でのエドワード・グレーザー教授主催研究会において、反映して発表を行うとのこと、本研究会報告における参加者との
議論が大きな意義となった。

(1) An overview of our current research fields/projects and educational program
　Corvinos大学におけるデータサイエンス教育
(2)Neuro-Fuzzy Solutions for Recommender Systems
　投資推奨へのニューロファジー技術（ANFIS）の応用

PROF. Kő Andrea（IInstitute of Data Analytics and Information Systems, Corvinus University)

7名

本研究会では、ハンガリーのブダペストにある、コルビナス大学のInstitute of Data Analytics and Information Systems,所長であるアンドレ
ア・ケイ先生に、以下の２つのテーマについて、ご講演をいただいた。
(1) An overview of our current research fields/projects and educational program
　Corvinos大学におけるデータサイエンス教育
(2)Neuro-Fuzzy Solutions for Recommender Systems
　投資推奨へのニューロファジー技術（ANFIS）の応用
最初のご講演では、Corvinos大学におけるデータサイエンス教育についてご紹介をいただいた。
Corvinos大学は、経済学とその応用に特化した大学であり、Financial Timesのヨーロッパのビジネススクールで89位、経営学の修士課程の世界ラン
クでは94位である。学生の13%が留学生、教員の19%を海外から招聘している。
近年は、特に、データサイエンスの導入に力を入れているとの話であった。
図１に示すように、かなり細分化された研究教育機関を有し、専門的な研究教育を実施しているところに特徴がある。
次に、投資推奨へのニューロファジー技術（ANFIS）の応用についてのご講演をいただいた。
ANFIS（適応型ニューロファジー推論システム）はファジー論理の推論能力とニューラルネットワークの学習能力を組み合わせたハイブリッドアプ
ローチを使用するAI実装の方式である。非線形システムのモデリングなどに使用され、不確実性や不正確さを伴う問題に適しているという特徴があ
り、今回のご講演では、ANFISを個人の好みや投資パタンに応じた投資推奨をカスタマイズするアイデアについての実験結果についてご紹介をいただ
いた。現時点では、明確な効果は得られていないとのことであるが、複数のANFISを組み合わせることで、性能を上げられる可能性があるとのことで
あった。図２に、この研究で利用したモデルを示す。

由里　宗之 氏（大阪公立大学大学院経営学研究科客員教授)

7名

由里宗之氏(大阪公立大学 大学院経営学研究科客員教授)に，「昭和戦後期の「中小企業金融機関」の制度と「生き方」―信金・しんくみ・相銀３業
態―」のテーマでご報告いただきました。
このテーマは，現在では貨幣創造機関である銀行の一部のルーツに関する金融機関，それも地域において自生した金融機関の成立過程を詳細にご解
説いただきました。
　最初に，現在の信用金庫・信用組合・第二地方銀行についての戦前の機関形態とその変遷について確認したのち，中小零細事業者に対する行政
（大蔵省）の関りについてもその経緯もご解説くださいました。
戦後の状況についても詳細な研究を基にご報告いただき，都市銀行，地方銀行，相互銀行（現在の第二地方銀行），信用金庫の中小企業向け貸出の
件数および１件当たりの貸出残の「ねじれ」減少についても指摘された。
当研究会では，研究テーマとして，貨幣が市場経済の中から供給されるとする理論の検証と，それによる貨幣供給機関の将来像ないし進化について
も扱うため，今回の公開研究会でのご報告・討論により，中小企業ないし零細事業者向けの貨幣供給理論の解明に有益であった。
　ご報告者の由里氏および参加者に対しお礼申し上げます。

公開研究会

人口・労働・社会保障研究部会

公開研究会

金融システム研究会

なし

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室４

昭和戦後期の「中小企業金融機関」の制度と「生き方」―信金・しんくみ・相銀３業態―

中国においては、市場経済化改革の進展に伴い、男女賃金格差は拡大してきた。国有企業改革の進展により公的保育サービスが縮小し、民間保育機
関の利用費用も高額化した結果、女性の育児負担は増大した。そのため、母親による非公式な育児が多くなり、職場における性別に基づく差別を一
層強める要因となった可能性がある。
先進国における実証研究では、親であること（たとえば子どもの数や最年少の子どもの年齢）が賃金に与える影響は性別によって異なり、既婚男性
の賃金には正の効果（父親プレミアム）がある一方で、既婚女性の賃金には負の効果（母親ペナルティ）があることが明らかにされている。これら
の研究は、親であることが先進国における男女賃金格差の形成において重要な要因であることを示している。しかし、中国のような発展途上国にお
いては、この問題に関する実証的エビデンスは依然として限られている。
本研究では、中国家計所得プロジェクト（CHIPs）の個票データ（CHIPｓ2002、2013、2023）および最新の要因分解分析手法（e.g., Oaxaca and
Ransom, 1994; Cukrowska-Torzewska and Matysiak, 2016）を用いて、2002年から2023年の都市部中国における親であること（子どもの人数および
最年少の子どもの年齢）が男女賃金格差に与える影響を分析した。
実証分析の結果によると、2002年から2023年にかけて男女賃金格差は拡大したことが明らかとなった。父親プレミアム（父親であることによる賃金
上昇効果）および母親ペナルティ（母親であることによる賃金低下効果）は、この期間を通じて持続していた。母親ペナルティ、父親プレミアム、
そして子どもがいないグループまたは1～5歳の幼児を持たないグループにおける男女賃金格差という三つの要因が、男女間賃金格差の拡大に寄与し
た。特に、2002年から2023年にかけて父親プレミアムは縮小する一方、母親ペナルティは拡大した。さらに、子どもがいないグループや1～5歳の幼
児を持たないグループにおける価格効果（賃金構造要因）による男女賃金格差への影響が、諸要因の中で最も大きかった。この結果は、親であるこ
との影響を除いた場合でも、その他の要因による性別に基づく差別が2003年から2023年にかけて男女賃金格差の拡大に大きく寄与したことを示唆し
ている。

なし

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1

Parenthood and the Gender Wage Gap in Urban China

馬　欣欣　氏（法政大学経済学部教授)

12名

非線形経済理論研究会

東京経済研究センター

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室4とグローバル館GG701教室(会場は2ヵ所)

【グローバル館7階GG701教室】
①Search in Credence Good Markets
②The Model of Clickbait: Fact-Checking and Endogenous Information Acquisition
③Two Types of Perturbed Strategy Profiles: Substitutability of Choices in Extensive-Form Games
④Rotation Equilibria in Repeated Public Goods Games
⑤Optimal Contracts for Delegated Committees
⑥Moral Hazard with Dual Risk-Averse Agent
⑦有限集合上の情報幾何
【2号館4階 研究所会議室4】
①Assistance-proofness
②Collective State Spaces
③The Coarse Nash Bargaining Solutions
④Worst-case Strategy-proofness
⑤Robustly Optimal Voting Rule
⑥Randomization and Ambiguity Perception
⑦A Note on the Continuity of Expected Utility Functions

【グローバル館7階GG701教室】
①守屋 隆弘 氏（東京大学経済学研究科特任助教）
②小俵 将之 氏(早稲田大学グローバルエデュケーションセンター助手）
③地主 遼史 氏（成蹊大学経済学部助教）
④関口 格 氏（京都大学経済研究所教授）
⑤手島 成望 氏（慶應義塾大学経済学研究科後期博士課程）
⑥山口 雄介 氏（大阪大学社会経済研究所特任研究員）
⑦田中 久稔 氏（早稲田大学政治経済学術院教授）
【2号館4階 研究所会議室4】
①土井 涼雅 氏（慶應義塾大学経済学研究科後期博士課程）
②木口 憲明 氏（京都大学経済研究所特定研究員）
③中田 里志 氏（東京理科大学経営学部准教授）
④池田 和正 氏（慶應義塾大学経済学研究科修士課程）
⑤野口 真平 氏（一橋大学経済学研究科博士課程）
⑥中村 健正 氏（一橋大学経済学研究科博士課程）
⑦細矢 祐誉 研究員（中央大学経済学部教授）

公開研究会

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1

Husband’s housework participation and wife’s labor supply

小松　翔　氏（公益財団法人アジア成長研究所上級研究員）

10名

This study investigates whether and how husbands’ participation in housework, measured by their share of housework hours, affects
wives’ labor supply. Using a couple-level panel dataset from the Keio Household Panel Survey (KHPS), we estimate the effect of
husbands’ housework share on wives’ employment outcomes. To address endogeneity concerns, we employ two-way fixed effects models
and propensity score matching (PSM) approach. The results indicate that a higher share of housework undertaken by husbands
significantly increases wives’ labor participation and working hours. Robustness checks using alternative dependent variables,
independent variables, and estimation methods confirm the validity of these findings. Mechanism analyses suggest that husbands’
housework participation alleviates wives’ time constraints and increases husbands’ income constraints, thereby supporting their
labor supply. These results underscore the importance of policies that promote flexible work arrangements for men and foster gender-
equality awareness to encourage greater male involvement in housework.

32名

本研究会は，非線形経済理論研究会の共催のもとで，第31回DCカンファレンス（TCER（公益財団法人東京経済研究センター）ミクロコンファレン
ス）として開催された。
本研究会においては，全14名の報告者による報告（特に数理経済学に関するもの）が行われた。
　本研究会への参加者は，通常の公開研究会への参加者を大幅に超過する32名であり，本研究会は，盛会のうちに終了した。

公開研究会

人口・労働・社会保障研究部会

なし

①小川　翔吾　氏（横浜国立大学准教授)
②小暮　憲吾 氏（東京科学大学准教授)

7名

本研究では、家計が移動コストを支払って店舗間を移動できる設定の下で、企業の価格付け戦略をモデル化し、均衡において異なる価格がつけられ
る可能性を分析した。本研究の分析結果は部分均衡モデルに限られる場合もあるが、(1)家計全員が移動先の店舗の掲示価格を知っている場合、一般
的な独占的競争モデルにおける均衡価格より低い価格を全企業がつける単一価格均衡と、企業の価格付けの混合戦略が連続微分可能な分布関数で表
される価格分散均衡の両方が存在可能であることを示した。さらに、(2)家計全員が移動先の店舗の販売価格を知らず期待値を用いる場合、(1)より
高価格な単一価格均衡のみが存在するがその価格水準は非決定的であり、知覚された需要曲線が屈折することを示した。（小川翔吾）

本論文の主な目的は，賃金と技術（生産性）に起こるコンフリクトを，インフレーション・コンフリクト（賃金-価格コンフリクト）理論の枠組みに
組み込み，資本家による生産性調整を明示した新たなカレツキアンモデルを構築することである。
ポスト・ケインジアンモデルにおいて資本-労働の代替を考慮すると，大野（2008）でも指摘されている通り，過剰決定の問題が発生する。こうした
要素代替の観点から技術（生産性上昇）を論じたものとしては，Kennedy（1964）を源流とした誘発的技術革新仮説とFoley and Michl（1999）など
で示されたマルクス偏向的技術変化の理論の2つが挙げられる。Tavani and Zamparelii（2018,2021）によれば，前者は外生性の問題によって長期の
成長率と所得分配の決定に関する説明力が乏しく，後者は前者同様，労働生産性及び資本生産性の成長率の符号問題と均斉成長経路との矛盾によっ
て説得力を欠いている。
そこで本稿では，Casetti（2003）に代表されるインフレーション・コンフリクト理論の枠組みを拡張することで，賃金と労働生産性の関係性を考察
する。より具体的には，従来インフレーション・コンフリクト理論モデルで一定とされてきた労働生産性を内生化する。これにより，新たに追加し
た労働生産性の動学式と併せて，2変数の動学体系のモデルを得る。労働生産性の内生化は，マルクス偏向的技術変化とほとんど同様のアプローチを
とる。つまり，賃金シェア（利潤シェア）の変化が労働生産性を方向づけるのである。
我々は分析から，以下の結果を導き出す。第一に，賃金圧力は稼働率，利潤シェア，成長率に影響を与えない。これは，モデルにおける所得分配の
対立構造に由来する。第二に，企業が労働生産性を調整し，目標利潤シェアとの差を縮めようとする場合，極度の停滞レジームを除いてモデルは安
定的になる。これは，Casetti（2003）の安定性分析とほぼ同様の結果であるが，労働生産性を内生化したことで，生産性の変化分だけ安定条件の領
域が広くなった。第三に，企業が労働生産性を調整し，実際の利潤率と目標利潤率のギャップを縮めようとする場合，利潤シェアをターゲットとし
た場合と比べて，安定となるための条件が新たに加えられる。このとき，稼働率の利潤シェア弾力性が1より大きいかどうかが重要となる。これは，
利潤率を規定する利潤シェアと稼働率の依存関係（換言すれば生産レジーム）がどの局面にあるかが，有効需要を通じたマクロ的な安定性に影響を
及ぼすことを意味し，有効需要の重要性を示唆する結果である。有効需要制約が限定的な経済環境では，資本家の（利潤シェアから利潤率への）
ターゲット変更は，より安定的な結論を導くが，対照的に有効需要制約が効果的な環境では，不安定な結論を導く。（小暮憲吾）

公開研究会

社会経済ミクロデータ研究会

公開研究会

非線形経済理論研究会

なし

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室４

①Duprazの硬直価格モデルにおける価格分散均衡について
②労使間コンフリクトにおける技術変化と賃金の動学分析

第1報告では、森いづみ研究員(本学経済学部准教授)より、「学業や進学における格差と効果―国際学力調査と国内パネルデータの実証的検討」とい
うタイトルで報告がなされた。本報告では、最初に国際学力調査に基づく様々な指標を用いて、教育の格差に関する国際比較の現状が明らかにされ
た。つぎに、「子どもの生活と学びに関する親子調査」等の個票データを用いて、中1時点における私立と公立の中学校の選択が、大学の進学先の偏
差値にどのような影響を及ぼすかについて細密な実証研究の成果が発表された。その上で、本報告では、教育における格差や効果は、「一つの数
字」では語ることができず、家庭背景との関連、学校間格差、経年変化など、多次元的な視点が必要であることが強調されている。
　第2報告では、石田賢示氏(東京大学社会科学研究所准教授)より、「社会学における縦断調査データの構築と応用分析―21世紀出生児縦断調査と東
大社研パネル調査を事例にして」というタイトルで報告がなされた。本報告では、最初に厚生労働省「21世紀出生児縦断調査」の個票データを用い
て日本で生まれた外国籍の親をもつ子どもの高校進学段階での教育達成に関する実証分析を行った結果、日本生まれの移民の子の教育達成機会にお
いては、異質性が存在することが示された、つぎに、東大社研パネル調査がウェブ調査に転換したことによる影響の程度を把握するために、プレ調
査による検証が行われた。それによって、ウェブ転換に向けた課題の洗い出しを行うことができた。ウェブ調査の長所と短所を踏まえつつも、ウェ
ブ調査転換によって開かれる潜在的な可能性が大きいことが示された。

公開講演会

情報環境研究部会

なし

オンライン会議システム(Webex)・中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1

なし

オンライン会議システム(Zoom)・中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1

①学業や進学における格差と効果―国際学力調査と国内パネルデータの実証的検討
②社会学における縦断調査データの構築と応用分析―21世紀出生児縦断調査と東大社研パネル調査を事例にして

①森　いづみ 研究員（中央大学経済学部准教授)
②石田　賢示 氏（東京大学社会科学研究所准教授)

9名

金融システム研究会

なし

中央大学後楽園キャンパス5号館1階5138教室

MMTの金融政策:ポスト・ケインジアンにおける展開と現実への適用可能性について

内藤　敦之 氏（大月短期大学経済科教授)

Economics and ICT in Nepal: Insights from Japan’s Digital Transformation
ネパールにおける経済発展とICT

Nishchal Acharya 氏（Department of Electronics and Computer Engineering, Tribhuvan University (Nepal))

5名

公開研究会

概　要

本講演では、以下の内容の発表があった（詳細別紙）。
概要：日本の「Society 5.0」構想に基づくデジタル変革の経験を踏まえ、情報通信技術（ICT）がネパールの経済・社会開発をどのように推進でき
るか、という観点で、ネパールの現状と将来についての発表であった。特に、工学と経済学の分野を橋渡しするという観点で、IoTシステム、データ
駆動型イノベーション、人工知能が、経済成長、インフラのレジリエンス、持続可能な開発にどのように貢献し得るかという事例の紹介があった。
以下に、発表の項目を示す。

1. ネパール：文化・自然・社会経済的背景
・ ネパールの多様な地理的特徴と豊かな文化遺産
・ 歴史の概要と連邦民主制への移行
・ 農業・観光・送金・新興ICTを中心とした経済構造
・ネパールのデジタル変革の歩みを理解するための背景的基盤。
2. ネパールのICTと経済開発
・ネパールのデジタル経済と「デジタル・ネパール」フレームワークの概要。
・ICTが包摂性、雇用、起業家精神、公共サービス提供に果たす役割。
3. 比較視点：日本とネパール
・日本のSociety 5.0とデジタル変革の道程
・ネパールのような発展途上経済国への応用可能な教訓
4. 工学と経済学の融合：事例研究
・IoTと機械学習を用いた構造健全性監視
・MLS、1D・2D CNNを用いた煉瓦壁の音響ハンマー試験
・経済効率性と予防保全への応用。
5. 政策と協働の展望
・日本・ネパール間の学術・産業連携の機会。
・持続可能なデジタル・経済成長のための政策経路。
6. 討論と質疑応答
最後の質疑では、以下のやりとりがあった。

 （１）ネパールカルチャーとICTの関係について
観光案内への応用例：CANDAR 2025では、バクタプールというカトマンズ郊外の古都の写真を集め、AIで解析し、カメラを向けると、モニュメントの
説明が見られるアプリの開発について発表した、という説明があった。

 （２）モバイル技術の経済への影響
ネパールでは、QRコードによる支払い、モバイル端末同士での金銭のやりとりは広く利用されている。ATMも少なく、モバイル端末が銀行代わりと
なっている。

 （３）ネパール政府のICT産業育成政策
ネパール政府のポリシーが定まらないのが弱点である。２年毎に見直しがあるが、大きく方針が変わることがしばしばある。例えば、ICT産業育成の
推進がしばらく続いたが、昨年からそれがなくなったので、ICT産業が失速する恐れがある。

 （４）ネパールにおけるICT人材
ネパールの優秀な人材のほとんどは海外に流出する。Tribhuvan Universityは、ネパール国内でトップの大学であり、その場合、９割以上は、米
国、イギリスなどに行ってしまうとのことである。
最後に、今後も日本とネパールの交流が進むことを期待しているとの言葉があった。

13名

本研究会の研究を進展させるため、貨幣論の側面からの議論を整理するために大月短期大学教授・内藤敦之氏をお迎えし、「MMTの金融政策:ポス
ト・ケインジアンにおける展開と現実への適用可能性について」と題して報告いただいた。
　MMTに関する整理は、ポスト・ケインジアンによるものと銀行学派によるものとの間には少なくない認識の違いがみられる。
　MMTによる主張は、金融論で言うところの貨幣論のように見えるものの、実際には国家貨幣論と財政支出の組み合わせであり、本報告では内生的貨
幣供給理論についての整理の後、MMTの主張を金融政策というステージで議論するものである。それにより、過去の貨幣と現在の貨幣の理論的根拠を
対比させることで、将来の貨幣形態についての議論に役立てたいという本研究会の趣旨に沿う内容である。
　また2013年度以降の非伝統的金融政策について、それをMMTの枠組みから評価する試みについても紹介された。必ずしも本報告から明確な結論が得
られたわけではないものの、貨幣量と実体経済との因果関係を検証することになるため、将来の貨幣形態について諸条件を探究するうえでのプロセ
スにとって大変参考になるものであった。
　今回の研究会は、参加者から多くの質疑応答がでた。予定終了時刻を大幅に超えたものの、討論も参加者から多角的な意見を出していただき、大
変充実した内容であった。



主　催

共　催

日　時 2025年12月11日(木) 18:00～19:50

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2025年12月19日(金) 15:50～16:50

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2025年12月20日(土) 13:20～16:00

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2025年12月23日(火) 15:30～18:00

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2026年1月6日(火) 13:20～16:50

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2026年1月6日(火) 16:00～18:00

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2026年1月9日(金) 17:00～18:30

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2026年1月10日(土) 13:00～17:00

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2026年1月25日(日) 14:00～17:15

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2026年2月3日(火) 13：30～16:30

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2026年2月3日(火) 13：30～16:30

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2026年2月3日(火) 16:00～17:45

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

オンライン会議システム(Webex)

フランスの高等教育におけるデュアルシステムの急発展

五十畑　浩平 客員研究員（名城大学経営学部教授)

7名

五十畑浩平客員研究員より、「フランスの高等教育におけるデュアルシステムの急発展」と題する新たな職業養成システムの現状報告がなされた。
報告内容は、①「学びながら働く」アルテルナンス制度の2018年改革がもたらした構造的変化、②アルテルナンス拡大の実態：どの分野・学位レベ
ルで急増しているか、③アルテルナンス拡大を支える均衡構造、④アルテルナンス拡大の影に潜む脆さ、という構成であった。具体的には、第二次
世界大戦後のフランスにおける職業教育制度の展開を年代ごとに説明した上で、マクロン政権による労働改革の一環として2018年に「職業未来法」
が成立・施行された社会・経済的背景を解説された。また、従来の見習い制度が中等教育向けであったのに対して、アルテルナンスを高等教育向け
に再編して即戦力の高度職業人養成を図っている点、アルテルナンスが拡大するメカニズムとして学生・企業・教育機関それぞれの動機が絶妙な均
衡を保っている点、しかしながら2025年以降の補助金縮小によりその均衡が崩れつつある点、などの分析結果が明らかにされた。
報告者が在外研究中でフランス在住ということから、オンライン形式での研究会となった。その特性を享受してフランス（レンヌ）・東京・名古
屋・秋田を繋ぎ、当研究会メンバーに外部研究者を含めて活発な質疑応答・議論が展開され、有意義な研究会となった。

公開研究会

フランス経済社会研究会

なし

早川　和伸　氏(アジア経済研究所バンコク研究センター主任研究員)

5名

アジア経済研究所バンコク研究センター主任研究員の早川和伸氏を招いて公開研究会を行った。当日はBrexitが日本の対EU輸入における特恵関税利
用率に与える影響に関する実証分析について講演頂いた。2016年の国民投票を経て英国はEUを離脱し、2021年にEU・英国間でTCAが発効した。これに
より、従来は不要であった原産地規則を満たさなければ特恵税率を利用できなくなり、EU・英国間の貿易は全体として減少している。先行研究で
は、原産地規則が厳しい品目ほど貿易減少が大きく、英国向け輸出企業がEU域内市場へ転換したことが示されている。早川氏の研究では、Brexitに
よってEU産・英国産材料の累積が不可能となりFTA利用が困難化した点に着目し、2019～2024年の日本のEU・英国からの輸入データを用いて、日EU・
EPAおよび日英CEPAの利用率への影響を分析した。当日は報告者をあわせて5名の参加があり、活発な議論が行われた。早川氏は特恵関税利用に関す
る研究の第一人者であり、研究員との交流の観点からも大変有益な機会となった。

公開研究会

財政研究部会

公開研究会

国際経済研究部会

なし

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1

Impact of Brexit on Utilization of Regional Trade Agreements: Evidence from Japan’s Imports

鈴木崇文（愛知淑徳大学、外部研究者）によって、 Claiming Tax Incentives: Heterogeneous Impacts on Investment and Productivityというタ
イトルで研究報告が行われた。生産性向上設備投資促進税制が、企業の投資や生産性に与える効果に関するデータ分析の結果が報告された。先行研
究とは異なる視点と手法による分析結果が報告された。研究報告後、参加者で研究内容について議論をした。
原田悠希（東海大学、外部研究者）によって、 「社会保障制度に関する政府間財政関係の改革―三位一体改革期の議論とその後の展開」というタイ
トルで研究報告がなされた。三位一体改革期の政策決定過程について、ヒアリング調査と文献調査に基づく分析結果が報告された。研究報告後、参
加者で研究内容について議論をした。

公開研究会

思想史研究会

人文研究所「東アジア地域における自由主義の展開」チーム(責任者:大川真)

オンライン会議システム(Webex)・中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1

なし

オンライン会議システム(Webex)

①Claiming Tax Incentives: Heterogeneous Impacts on Investment and Productivity
②社会保障制度に関する政府間財政関係の改革―三位一体改革期の議論とその後の展開－

①鈴木　崇文 氏（愛知淑徳大学ビジネス学部准教授)
②原田　悠希 氏（東海大学政治経済学部政治学科専任講師)

9名～7名(時間帯によって変動)

現代政策研究会

なし

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1

①賃金の不平等と同僚との関係性：労働市場の選別に関するフィールドからの新たな事実
②oTreeを用いた経済ゲーム実験の実際：プログラム作成と実験事例の紹介

①亀井　憲樹　氏（慶應義塾大学 経済学部教授)
②後藤　晶 氏（明治大学 情報コミュニケーション学部准教授)

「帝国」日本の経済知─京城帝国大学の経済学部群像

周 雨霏 客員研究員（国際日本文化研究センター特任准教授）
コメンテーター：原　智弘 氏 (帝京大学教授)

10名うちオンライン2名

周先生の報告は、20世紀前半に日本がアジア各地に設置した経済研究調査機関を「知的空間」として捉えて、そこから生み出された経済に関する議
論や知識を検討することを意図のもとに、京城帝国大学法文学部の経済学研究の環境、研究調査活動の展開を総合的に明らかにし、「帝国」日本の
本国と植民地・占領地から構成される複合的空間における戦時期経済思想を、多面的に把握する手がかりとしようとするものである。そのために、
京城帝国大学に所属した経済史家の四方博をはじめとする経済学の教授・助教授の経歴、研究活動が紹介された。さらに朝鮮経済研究所での朝鮮経
済の研究が取り上げられた。京城では経済学に関して日本人同士のコミュニティと助手らの朝鮮人同士のコミュニティが形成され、次世代の研究者
を育てたという点では一定の成果を認めることができるが、朝鮮経済の研究としては十分な成果を上げるにいたらなかったし、戦後に朝鮮経済の研
究を続けた者は、四方を例外としてほとんどいなかった。
　報告のあと、コメンテーターの原先生から、周先生の研究についてその意義と課題が述べられた。当時は京城帝国大学を結節点としていくつかの
ネットワークが形成されたが、朝鮮という特殊性に着目する方向とそれを脱却して普遍性を追求する方向とがあったが、経済学の分野ではどうで
あったか。その他、今後の研究に期待する課題が示された。
　さらに参加者からそれぞれの専門領域を踏まえて、ドイツとの比較、東北地方の状況との比較など多面的な視点から質問や問題提起がなされ、活
発な議論がなされた。

公開研究会

オンライン会議システム(Webex)・中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室4

①グリーンマスターズ 実施報告
②創造性を生む“思考の漂流”：脳のデフォルトモードネットワークの働き

①高橋　善幸 客員研究員(料理マスターズ倶楽部事務局長)
②上田　一貴 氏(東京大学大学院工学系研究科(工学部)特任研究員)

9名

5～6名

亀井憲樹氏より、「賃金の不平等と同僚との関係性：労働市場の選別に関するフィールドからの新たな事実」というテーマで発表していただいた。
この研究は、サボタージュ（同僚間の妨害行為）が、報酬制度（賃金格差の有無）によって左右されるのではないかという問いから出発したもので
あり、そのことをインドの労働者を対象とするフィールド実験で検証したものである。
実験では被験者たちが三人で一グループとなり、各々がトマトの梱包を行う。各人のトマトの梱包の出来（労働者のパフォーマンス評価）は、熟練
者および同じグループの二人（同僚）に評価される。また、評価によって各グループ内で順位が決められ、その順位に応じて報酬が決定される。評
価に応じた報酬の決め方（トーナメント）はその格差の大きさによって三種類に分類され、被験者はうち二つをステージ１、２で適用される。その
後ステージ１、２のどちらのトーナメントが望ましいかを聞かれ、同じ方式を選択したもの同士でグループが組まれそれまでと同様の手続きが行わ
れる。
この実験からトーナメントにおける報酬格差が大きいほどパフォーマンスが上がり、同僚の評価が下がること、そして専門家の評価と同僚の評価の
差は広がることが分かった。本研究は、労働市場におけるソーティングの根本要因としてサボタージュ・リスクを位置づけ、同僚間の破壊的な相互
作用が職場における賃金構造の圧縮を合理化しうることを示唆している。
　本公開研究会では、実験経済学を専門とする参加者が多くいたこともあり、実験設計やその手法などに関して活発な議論や意見交換がなされた。
発表から議論にいたるまで非常に刺激的で有意義な公開研究会となった。
後藤晶氏より、「oTreeを用いた経済ゲーム実験の実際：プログラム作成と実験事例の紹介」というテーマで発表をしていただいた。後藤氏は
『oTreeではじめる社会科学実験入門-Pythonのインストールから実験の実施まで-』（コロナ社）というoTreeに関する書籍を手掛ける等、oTreeを用
いたオンライン実験に関する国内では数少ない専門家である。
　研究会前半ではまず初めに後藤氏の直近の研究である「大規模言語モデルは差別をするのか？：経済ゲーム実験を用いた実証」という内容に関し
て発表がなされ、後半では後藤氏の指導の下oTreeを用いて出席者が各々公共財ゲームの実装をおこなった。
　前者に関して、前半では先制攻撃ゲームに関するオンライン経済実験の説明がなされた。この実験では人とLLMおよびLLM同士に先制攻撃ゲームを
プレーさせ、文化的背景と性別の組合せによって攻撃の有無や速度に違いがあるのかが検証された。その結果、条件間で顕著な行動の違いが観察さ
れ、LLMの種類によって行動が異なることも確認された。この結果はAIが差別を行っているかもしれないことを示唆するものであり、今後のAI利用や
モデルを考えるうえで示唆に富んだ研究となっている。
　後者に関して、後藤氏のレクチャーのもと、出席者が参加する形でoTreeを用いて公共財ゲームを実装した。初学者もいたが非常に明快な説明で
あったため、参加者全員がoTreeの基本を習得することができた。
 発表やレクチャーの終了後の質疑応答でも活発な議論がなされ、参加者の研究や今後の教育の仕方に影響を与えるような非常に刺激的で有意義な公
開研究会となった。

公開研究会

情報環境研究部会

なし

１．グリーンマスターズ 実施報（高橋先生）
森林環境譲与税を木材の利活用の支援という側面とは別に、料理で森林資源を利活用することで森林整備と森林の再生に資することができるのでは
ないかという問題意識から、広島県北広島町で実施した「グリーンマスターズ」イベントについての報告があった。
北広島町では、「北広島町新たな森林資源活用ビジョン」を掲げ、林業・木材産業の振興や森林の持つ多面的機能、生物多様性の保全などを次世代
へと継承するための持続可能なまちづくりを推進している。グリーンマスターズでは、地元の森林資源や農林産物の価値を再認識するとともに、町
民や関係者が料理を通して森林資源を活用することで、持続可能な暮らしを考える機会を創出し、地域資源の循環的な活用と地域経済の活性化を図
る可能性を示した。
イベントの概要：

 ●食イベントの開催
日程：令和7年10月27日（月）
内容：料理マスターズシェフによる地元の森林資源と食材を使った料理イベントを実施。
以下の図は、イベントで提供された、森にまつわるノンアルコールドリンクである。

 ●シンポジウムの開催
日程：令和7年10月28日（火）
内容：食イベントの翌日、森林と食をテーマに、有識者による基調講演、ジビエ・発酵食の事例発表、試食提供、展示コーナーを含むプログラムを
実施した。

 ●成果
　今回のシンポジウムで私は、料理が持つ可能性を再確認した。
　中東さんは「自然の四季を持ち帰る料理」を、
　北沢さんは「健康を生む料理」を、
　徳山さんは「土地の記憶を継ぐ料理」を示してくれた。
　生産者は自然と向き合う人々であり、料理人はその思いを受け取り、未来へつなぐ役割を持つ。料理マスターズ倶楽部は、これからも料理人と生
産者、そして地域の架け橋として歩んでいくとともに、北広島町という森の町の今後の進化が期待される。
２．創造性を生む“思考の漂流”：脳のデフォルトモードネットワークの働き
個人の認知的注意が外的世界から自己の内的世界へと移行し様々なことに思いを巡らせている状態（マインドワンダリング・思考の漂流）で働くの
が、脳のデフォルトモードネットワークである。
これは、別の言い方をすると、記憶の意味ネットワークの活性化であり、ネットワークの拡散である。例えば、以下のような記憶のネットワークの
中に、新しいエッジが加わり、そこが活性化した状態である。

梁　峻豪　氏（仁川国立大学教授)

9名

研究会において、梁教授は、現代資本主義における地域経済の活性化を図るうえでの新しい(代案的な)地域金融の必要性を説き、その役割を担う地
域公共銀行として、アメリカの連邦政府＋州政府＋地域市民社会による金融統制を実現しているノースダコタ銀行を例に挙げて、金融に対する新し
い調整方式としての「市民的調整」と自治体の財政分権(経済主権)のあり方についての研究報告をされました。
また、研究報告では、地域主義的または公共的な政策対応を十分に取るためには自治体の直接的な公共的貨幣発行ルートが必要であり、地域公共銀
行は、このような直接的・間接的投融資を通じて確保した収益を(営利銀行のようにその地域外部へ流出することなく）自治体の財政に還流させるこ
とで、 地域のWealthがその地域の外に流出することによってもたらされる地域経済の疲弊化を防ぎ、Community Wealth Buildingを通じて、「地域
循環型経済」または「地域経済循環」の構築に寄与するとして、そのような見地からも地域公共銀行の存在意義があることが示されました。

公開研究会

社会経済ミクロデータ研究会

公開研究会

現代資本主義分析研究会

なし

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1

「地域公共銀行」とは何か ―地域経済の疲弊化、営利銀行弊害の突破口を模索する―

第1報告では、滝澤有美氏((公財)統計情報研究開発センター主任研究員)(村田磨理子客員研究員((公財)統計情報研究開発センター主任研究員)と伊
藤伸介研究員(本学経済学部教授))より、「国勢調査と社会生活基本調査を用いたデータリンケージに関する実証実験について」というタイトルで報
告がなされた。本報告では、わが国の公的な大規模データを主たる研究対象とした上で、リンケージされた大規模データの利用可能性を方法的に探
究するために、国勢調査と社会生活基本調査の調査票情報を用いてデータリンケージの実証実験を行った。本報告から、地域情報として調査区番号
の対応表(マッチングキー)を用いた場合，市区町村コードのみを用いた場合と比較して，1対1マッチング率において60ポイント弱の大幅な向上が見
られることが明らかにされている。
　第2報告では、高橋将宜研究員(本学経済学部准教授)より、「QRコード決済の利用が衝動買いに与える効果の検証」というタイトルで発表がなされ
た。本報告では、QRコード決済の利用が衝動買いを促進するのかは十分に明らかではないことから、統計的因果推論の変数選択の基準を踏まえて、
様々な先行研究をもとに変数間の因果関係を丹念に確認した上で、QRコード決済の利用が衝動買いに対して因果的に影響するのかに関する精緻な検
証結果が示されている。
　第3報告では、西村善博客員研究員(大分大学名誉教授)より、「フランスの人口センサス・ミクロデータによる世帯・職業構造の分析」というタイ
トルで報告がなされた。フランス国立統計経済研究所(INSEE)が提供している人口センサスの匿名化詳細ファイルを用いて、パリ、マルセイユ、リヨ
ンといった対象圏域について、住戸、移住・移動、職業移動に関する実証分析の結果が発表された。クロス集計表と他行ロジットモデルによる分析
結果から、対象圏域ごとの世帯特性と職業構造の違いが明らかにされた。

経済統計学会東北・関東支部

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室4

①国勢調査と社会生活基本調査を用いたデータリンケージに関する実証実験について
②QRコード決済の利用が衝動買いに与える効果の検証
③フランスの人口センサス・ミクロデータによる世帯・職業構造の分析

①滝澤　有美 氏（(公財)統計情報研究開発センター主任研究員)
  村田　磨理子 客員研究員（(公財)統計情報研究開発センター主任研究員)
  伊藤　伸介　研究員（中央大学経済学部教授)
②高橋　将宜 研究員（中央大学経済学部准教授)
③西村　善博 客員研究員（大分大学名誉教授)

16名

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室4

①リカードの不均衡経済学
②二項対立を超える思想としてのハイエクの自生的秩序論

①若松 直幸　研究員（中央大学経済学部准教授）
②太子堂 正称 氏（東洋大学経済学部教授）

公開研究会

7名

東洋大学の太子堂正称氏を招いて、本研究所研究員の若松による報告と共に対面形式での公開研究会を開催した。各報告では、それぞれ、約50〜60
分の報告と質疑応答が行われた。質疑応答では、フロアとの活発な議論が行われた。
　本研究会では、まず、若松がリカード経済学に内在する2つの成長論のタイプである、固定賃金アプローチと可変賃金アプローチの共通点について
報告を行った。そこでは、従来の研究で言及されてきた賃金と利潤の相反関係の問題は、資本と人口が均衡する理論的状況下での議論とみなすこと
ができ、他方で、より現実的には、資本と人口が不均衡となるのが2つのアプローチで一般的であることが示された。特に、後者については、今後の
リカード研究にとってのブレイク・スルーとなりうる可能性があるとして、フロア参加者からもコメントが寄せられた。
　次に、太子堂報告では、20世紀を代表する経済学者の一人であるハイエクの自生的秩序論について、それがいかにして実現しうるのか、「消極的
ルール」の問題やそれに基づく彼の市場観と共に説明が行われた。本報告は、報告者が2025年に出版した『ハイエク入門』（ちくま新書）に基づい
てなされたが、アダム・スミスの系統を継ぐ、道徳哲学、言い換えれば、総合社会科学の担い手であるハイエクの思想について、フロア参加者と活
発な質疑応答が交わされた。なお、前半の若松報告とも関連するところがあり、全体を通じて盛況な研究会となった。

東洋大学の太子堂正称氏を招いて、本研究所研究員の若松による報告と共に対面形式での公開研究会を開催した。各報告では、それぞれ、約50〜60
分の報告と質疑応答が行われた。質疑応答では、フロアとの活発な議論が行われた。
　本研究会では、まず、若松がリカード経済学に内在する2つの成長論のタイプである、固定賃金アプローチと可変賃金アプローチの共通点について
報告を行った。そこでは、従来の研究で言及されてきた賃金と利潤の相反関係の問題は、資本と人口が均衡する理論的状況下での議論とみなすこと
ができ、他方で、より現実的には、資本と人口が不均衡となるのが2つのアプローチで一般的であることが示された。特に、後者については、今後の
リカード研究にとってのブレイク・スルーとなりうる可能性があるとして、フロア参加者からもコメントが寄せられた。
　次に、太子堂報告では、20世紀を代表する経済学者の一人であるハイエクの自生的秩序論について、それがいかにして実現しうるのか、「消極的
ルール」の問題やそれに基づく彼の市場観と共に説明が行われた。本報告は、報告者が2025年に出版した『ハイエク入門』（ちくま新書）に基づい
てなされたが、アダム・スミスの系統を継ぐ、道徳哲学、言い換えれば、総合社会科学の担い手であるハイエクの思想について、フロア参加者と活
発な質疑応答が交わされた。なお、前半の若松報告とも関連するところがあり、全体を通じて盛況な研究会となった。

7名

①若松 直幸　研究員（中央大学経済学部准教授）
②太子堂 正称 氏（東洋大学経済学部教授）

①リカードの不均衡経済学
②二項対立を超える思想としてのハイエクの自生的秩序論

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室4

社会哲学と経済思想史研究会(幹事：若松　直幸)

現代政策研究会

公開研究会

岸　保行 氏（新潟大学人文社会科学系経済学系列教授)

9名

報告者より、新潟県の酒造メーカー、およそ90蔵を対象として、ファミリービジネスの事業継承について報告をされた。分析の結果、以下の分類が
提示された。
A-1型（親族内男性承継）
A-2型（親族内女性承継）
B型（従業員承継）
C-1型（個人M&A）
C-2型（法人M&A）
報告の後、対面での参加者、オンライン参加者から、報告者への今後の研究の課題、地域別分析などの指摘がなされ、参加者の関心がうかがわれ
た。

公開研究会

現代企業制度研究部会

なし

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1

（日本語タイトル）
伝統産業におけるファミリービジネス承継の再構成 ―新潟清酒産業にみる制度・感情・地域コミュニティのダイナミクス－
 （英語タイトル）
Reconfiguring Family Succession in Traditional Industries in Japan: Institutional and Emotional Dynamics in Niigata’s Sake Breweries

社会会計研究会

横浜国立大学生態会計研究会

中央大学茗荷谷キャンパス3階3C04会議室

①サステナビリティ関連規制を起点とする実務の変化―会計系ファームによるセミナーからわかる将来のサステナビリティ業務―
②ウェルビーイング経営に関する一考察：個人と社会の相互関係の視点から

①小林　竜貴 氏（合同会社デロイト トーマツシニアコンサルタント）
②石田　満恵　氏（横浜国立大学大学院国際社会科学研究院 准教授）

11名

2026年1月25日（日）に、中央大学茗荷谷キャンパス3N04教室にて、横浜国立大学生態会計研究会および中央大学社会会計研究会との共催で、公開研
究会を開催した。発表者は2名で、第1発表として小林 竜貴 氏（合同会社デロイト トーマツ シニアコンサルタント）から「サステナビリティ関連
規制を起点とする実務の変化―会計系ファームによるセミナーからわかる将来のサステナビリティ業務―」というテーマで発表があった。第2発表と
して石田 満恵 氏（横浜国立大学大学院国際社会科学研究院 准教授）から「ウェルビーイング経営に関する一考察：個人と社会の相互関係の視点か
ら」というテーマで発表があった。第1発表（小林氏）は発表時間1時間・質疑応答30分、第2発表（石田氏）は発表時間45分・質疑応答45分という時
間配分であった。参加者は大学教員・政府系研究所研究者・実務家・大学院生をあわせ11なであった。
　小林発表は、4大監査法人系列のサステナビリティ・コンサルによる過去のウェビナー（2019年1月～2025年7月の約300の事例）に関する公開デー
タをテキスト分析し、これらのウェビナーがクライアント企業における、どこの業務フロー（情報収集・戦略策定・施業実行・評価・開示報告）、
どの業務担当者（サステナビリティ担当・事業部門・コーポレート部門）のいずれを対象とするものであるかを明らかにしようとするものであっ
た。石田発表は、企業による価値創造プロセスに関して、従来からの個人要因および組織要因とともに新たに社会要因（地域を対象としたウェル
ビーイング経営）を検討したものである。具体的には、1,715社の日本企業のデータから51社による58件の取組みを事例として収集し、社会的包摂、
経済的基盤、環境保全の3つのカテゴリー全てを網羅する記述がなされて7件（7社）の事例を取上げた。

公開研究会

社会哲学と経済思想史研究会

現代政策研究会(幹事：瀧澤　弘和)



主　催

共　催

日　時 2026年2月7日(土) 13:00～16:00

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2026年2月24日(火) 14:00～16:30

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2026年2月24日(火) 16:00～17:30

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2026年2月26日(木) 15:00～18:15

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

主　催

共　催

日　時 2026年3月24日(火) 15:00～16:30

場　所

テーマ

報告者

参加人数

概　要

公開研究会

財政研究部会

早﨑成都（帝京大学経済学部、外部研究者）によって、Between Individual Tax Relief and Corporate Tax Relief: Business Strategy in U.S.
Fiscal Politics, 1977–1981というタイトルで研究報告が行われた。「アメリカにおいて財界はどのように連邦政府の主要な税制改正の形成に関与
するのか」を念頭に、大統領図書館の未公刊資料を用いたカーター・レーガン期の歴史分析の成果が報告された。研究報告後、参加者間で研究内容
について議論をした。
後藤剛志(千葉大学社会科学研究院、外部研究者)によって、Effects of property tax changes on land: Evidence from the 1990s in Japan
(tentative)というタイトルで研究報告が行われた。
固定資産税の理論と現実に関する研究動向を踏まえた、1990年代の固定資産税に関する計量分析の結果が報告された。研究報告後、参加者間で研究
内容について議論をした。

なし

オンライン会議システム(Webex)

①Between Individual Tax Relief and Corporate Tax Relief: Business Strategy in U.S. Fiscal Politics, 1977–1981
②Effects of property tax changes on land: Evidence from the 1990s in Japan (tentative)

①早﨑　成都 氏（帝京大学経済学部講師）
②後藤　剛志 氏（千葉大学社会科学研究院准教授)

7～9名

国民生活問題研究会

なし

中央大学茗荷谷キャンパス3階3E03教室

①消費者の持続可能な処分行動
②なぜ廃棄行為に「苦しみ」が伴うのか―「くず文化」の崩壊とフリマアプリの可能性

菅澤 武尊 氏（公益財団法人日本住宅総合センター副主任研究員)

江口英一先生から学んだ研究方法と研究姿勢―誰のための学問研究なのか―

唐鎌　直義 氏（元立命館大学産業社会学部教授｟現:佐久大学大学院看護学研究科特別講師｠)

公開研究会

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1

経営理念・パーパスの浸透がTMTの戦略的意思決定能力と経営成果に与える影響 －上場企業のサーベイデータによる実証分析－

小久保 欣哉 氏(二松學舍大学国際政治経済学部国際経営学科教授)

14名うちオンライン4名

小久保先生より、「本研究の目的は、近年の日本企業の経営成果の達成に、経営理念・パーパスの策定と浸透が経営チーム（ Top Management
Team：以降TMT）にとって重要な役割を担うことを明らかにすることにある。具体的には、上場企業へのアンケートデータをもちいて、経営成果・
パーパスの浸透がTMTの戦略的意思決定能力と経営成果に与える影響について実証分析を試みる。」という研究目的のもと報告をして頂きました。
今回は、１４名の参加であり、いつもより参加者が多く、参加者の関心が高かったあらわれだと思います。４５分の報告、そのあと残りの時間を質
疑、応答に当てました。
理論と統計分析、さらにアサヒ飲料の社長へのインタビューを紹介してくれました。

6名

国民生活問題研究会では、貧困研究において大きな業績を残した江口英一が、1968年に本学に赴任して以降主導して行った社会調査研究を主な分析
対象として、各調査の課題設定や調査手法、調査で得られた知見を現代的視点で評価することを目的に2024年度から研究プロジェクトを開始してい
る。本公開研究会は14時に開会し、会の趣旨説明ののち、元立命館大学の唐鎌直義氏から80分のご報告をいただいた。主な内容は、江口英一が中央
大学経済学部に着任して以降、中心となって関わった調査・研究に関するものである。唐鎌氏が、江口英一のもとで約30年にわたり研究に携わった
経験をもとに、江口の研究方法・研究姿勢を回顧的に整理し、その今日的意義を中心に報告くださった。報告のポイントは以下のとおりである。
　第一に、江口の研究の核心は「事実の探求と暴露」にあり、官庁統計の徹底的分析と社会調査を結合することで、階層間格差を具体的に把握しよ
うとした点に特徴がある。意味のある統計表の作成、概念図による構想整理、統計分析とフィールドワークの往還など、実証を徹底する研究スタイ
ルが強調される。理論のみではなく、統計的裏付けを伴う実証が不可欠であるという指導は、報告者自身の研究形成に決定的な影響を与えた。
第二に、江口は「新しい貧困」論が主流となるなかでも経済的貧困に固執し、学問的孤立を恐れず研究を継続した研究者であった。主流的理解に対
する批判的立場を維持し、「誰も見ていないところを見る」姿勢が研究の独自性を支えたとされる。
第三に、社会調査においては「調査票の余白を埋める調査」が重視された。統計では把握できない生活の具体性を捉えるため、対象者との信頼関係
に基づく聞き取りを重視し、研究者と生活者の関係性そのものが調査の質を規定するという認識が示される。調査倫理問題も、調査の収奪性ではな
く研究者と生活者の信頼関係の問題として捉えられていた。
第四に、江口のフィールドワークは参与観察を超え、失対労働者を「仲間」として関係を築く実践であった。研究は運動や生活世界との密接な関係
のなかで成立しており、人間関係の厚みが研究の基盤であったことが強調される。
以上を踏まえ、本報告は、江口の研究とは単なる方法論ではなく、「誰のための学問か」という問いに支えられた研究倫理・研究姿勢そのもので
あったと位置づける。そして江口シューレは個人中心の共同体であり、研究は一代限りであるという認識が示されつつも、貧困の現実が続く限り同
様の研究は必ず再び現れるとの展望が示される。
　唐鎌氏のご報告の後、10分の休憩ののちに質疑応答の時間を持った。質疑応答では、主に3点について議論になった。畠中客員研究員から出され
た、江口社会調査の「方法」はどのように確立されたのか、という質問に対しては、元労働省に勤務していた江口氏は、労働統計や国勢調査に精通
しており、統計の「クセ」を熟知していた。統計分析においては、官庁統計の特性に基づいた分析が重要である点が強調された。また、聞き取りの
方法や調査対象者との信頼関係の構築の方法については、小高研究員からの質問に答える形で、エピソードを交えお答えいただいた。また、福祉領
域における「相談支援」「ソーシャルワーク」の領域からの貧困研究ではなく、経済学において貧困研究にどのようにアプローチしていくかといっ
た今日の貧困研究の「方法」について大いに議論になった。
　本報告は、江口英一のもとでの研究経験を踏まえ、事実重視の実証研究、学問的孤立を恐れない姿勢、生活者との関係に根ざした社会調査という
特徴を整理し、その研究倫理と今日的意義を論じたものである。

公開研究会

現代企業制度研究部会

国際戦略経営研究学会

5名

公益財団法人日本住宅総合センター・菅澤氏より、高層マンション（タワーマンション）の固定資産税制度の改正が不動産取引に与える影響を分析
した実証研究について報告いいただいた。
2017年に日本で行われた本改正は、タワーマンションの各建物全体の税負担総額は変えずに、階層に応じて各住戸の税負担を再配分するものであ
り、実質的に高層階の住戸にとっては増税となり低層階の住戸にとっては減税となるとものであった。
この「建物内の垂直方向の税負担配分の変化」を識別戦略として活用し、固定資産税の変化がタワーマンション内の各住戸の不動産取引に与える影
響を検証した。分析の結果、販売価格は固定資産税のわずかな変化にも敏感に反応することが明らかとなり、特に高層階の住戸の販売価格は改正に
よって低下していた。割引率0.8〜0.9%のもとで、価格下落幅は将来の税負担増加の現在価値とほぼ一致しており、税の資本化が生じていることが示
唆される。一方、賃料には有意な反応は見られなかった。

公開研究会

アジア経済圏研究会

なし

中央大学多摩キャンパス2号館4階研究所会議室1

Reallocating Floor-Based Tax Burdens: Evidence from High-Rise Condominium Transactions

①山本　晶 氏（慶應義塾大学商学部教授)
②梅川　由紀 氏（神戸学院大学現代社会学部講師)

15名うちオンライン9名

山本晶「消費者の持続可能な処分行動」
　研究背景・問題意識としてファッション廃棄問題とリユース市場の拡大を挙げ、処分行動の分類・規定要因のレビューをした。その上で、エシカ
ル処分の規定要因と出品行動のメカニズムの結果の報告が行われた。今後の研究計画としてSHIFTフレームワーク × メガスタディの方向性を示し
た。
梅川由紀「なぜ廃棄行為に「苦しみ」が伴うのか」
　現代社会では、なぜ廃棄行為に「苦しみ」が伴うのか？という問いに対して、ゆたかな
「くず文化」として高度経済成長期、「くず」が活躍がしていたことを丹念な資料分析から報告された。その後、プラスチック製品の普及とくず屋
の減少によって「くず文化」が崩壊したと分析し、その崩壊によって準備期間のない廃棄に対する「苦しみ」が生まれたことを明らかにした。他方
で、くず文化の代替手段としてフリマアプリの可能性を示した。

公開研究会

アジアの環境と政策研究会

科学研究費助成事業  基盤研究(C)「環境影響評価を活用した中古衣類の適正な国際資源循環の要件導出」（25K15545）

オンライン会議システム(Webex)・中央大学後楽園キャンパス6号館4階6409教室


